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東日本大震災から８年を経た日本のエネルギー
事情について

1. エネルギー基本計画
2. 我が国のエネルギー消費の動向
3. エネルギー供給自由化（電気、ガス）
4. エネルギー源の変化
5. 発電技術の変革
6. 東日本大震災と福島原発事故
7. その他

• 国家の安全保障
• 政治における関心事
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第5次エネルギー基本計画（2018年7月）
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電気事業法改正に伴う電力自由化の変遷
1995年 -電力会社に卸電力を供給する発電事業者（IPP）の参入が可

能に、また大型ビル群など特定の地点を対象とした小売供
給が特定電気事業者に認められた。

2000年 - 2,000kW以上で受電する大需要家（電力量ベースで26%）に
対して、特定規模電気事業者（PPS）による小売が認めら
れる。

2003年 -電源調達の多様化を図るため、有限責任中間法人日本卸電力
取引所が設立。

2004年 - 2000年に定められた基準を500kW以上に引き下げ（同40%）。
2005年 - 2004年に定められた基準を50kW以上に引き下げ（同63%）。
2005年 -日本卸電力取引所による電力取引市場が開設。
2016年4月1日 -受電基準が撤廃され、一般家庭でもIPPから購入可能

になった（同100%）。
2020年 -発送電分離（実施予定）
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ガス自由化

• 自由化は90年代から開始

年 対 象 自由化率

1995年 巨大工場 47%

1999年 大規模工場、商業施設など 52%

2004年 中規模工場、ホテルなど 56%

2007年 小規模工場、ビジネスホテルなど 63%

2017年 家庭、小規模法人 100%

• 大規模なところから徐々に段階を踏んで、自由化が進められてきた

• 2022年には、導管分離が行われる予定

• 導管分離というのは、ガス大手3社（東京ガス・大阪ガス・東邦ガ
ス）からガス管を管理する部門を分離して、別会社にする改革

2019/2/19 千葉緑ロータリークラブ 16



電力切り替えに地域間格差 都市部で競争激化
自由化2年半

日本経済新聞 2019/1/28より
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エネルギー需要及び一次エネルギー供給構造
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電力の供給構造

総合資源エネルギー調査会基本政策分科会⾧期エネルギー需給見通し小委員会
（２０１５年７月）
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家庭用の電力検針票
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洋上風力発電
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日本の原発袋小路に
日立、英の事業を中断 国内の新増設は困難/海外は頓挫し
ゼロに（2019/1/12：日本経済新聞）
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